
 

資産等報告書審査意見書 

 

令和６年９月 24 日 

 

筑前町政治倫理審査会 

 

 

  



  



筑前町政治倫理審査会は、筑前町政治倫理条例（平成 17 年筑前町条例第９号。以

下「条例」という。）第７条第１項の規定に基づき、筑前町長から審査を求められた

資産等報告書の審査を終了したので、条例第７条第３項の規定により意見書を提出す

る。 

 

１ 審査の概要 

（１）審査対象者 

本審査会の資産等報告書の審査対象となった人数は次のとおりである。 

① 町長、副町長、教育長及び町議会議員 17 名 （前年度 17名） 

② 上記の者の配偶者、被扶養者及び同居親族 16 名 （前年度 17名） 

合     計 33 名 （前年度 34名） 

 

（２）審査の経過 

計６回にわたり開催した審査会の概要は次のとおりである。 

第１回 ７月 ２日（火） 審査会の進め方について 

資産等報告書の書面審査 

第２回 ７月 30 日（火） 資産等報告書の書面審査 

第３回 ８月 ６日（火） 資産等報告書の書面審査 

第４回 ８月 20 日（火） 資産等報告書の書面審査 

第５回 ９月 10 日（火） 報告書の内容照会に対する回答の確認 

資産等報告書審査意見書の検討 

第６回 ９月 24 日（火） 資産等報告書審査意見書の決定 

資産等報告書審査意見書を町長に提出 

 

（３）審査の方法 

町議会議員、町長、副町長、教育長の順で、添付資料に基づき資産等報告書の

審査を行った。記入漏れ、誤記等の点検を行うとともに、前年度の資産等との比

較対照を行うことで、条例第３条に規定する政治倫理基準に抵触しないかを重点

に審査を行った。 



２ 審査結果 

令和６年１月１日現在の資産等報告書について、提出されたすべてのものを審査

した結果、提出を義務付けられている証明書類については概ね添付されていた。誤

記載等が多数見られたが、その詳細については、次のとおりである。 

①報告書記入内容の照会   

対象者 ７名 （前年度 ３名） 前年度比 ＋４名 

件 数 ８件 （前年度 ３件） 前年度比 ＋５件 

②添付書類の欠落   

対象者 ３名 （前年度 ４名） 前年度比 －１名 

件 数 ５件 （前年度 ６件） 前年度比 －１件 

③報告書の記入漏れ   

対象者 ４名 （前年度 ５名） 前年度比 －１名 

件 数 ６件 （前年度 ６件） 前年度比 ±０件 

④報告書の記入誤り   

対象者 13 名 （前年度 13 名） 前年度比 ±０名 

件 数 32 件 （前年度 18 件） 前年度比 ＋14 件 

⑤その他調査照会等   

対象者 ０名 （前年度 ０名） 前年度比 ±０名 

件 数 ０件 （前年度 ０件） 前年度比 ±０件 

 

なお、資産等報告書の内容に不備、記入誤り等のあった報告義務者に対して、照

会、確認を行ったところ、期限までにすべて資料の提出、記載事項の訂正がなされ、

その内容は、当審査会として承認できるものであった。 

 

 

 

 

 

 

 



３ 審査会からの意見 

全体としては、資産等報告書について、一部誤記載や記入漏れ等も見られたが、

添付書類からの転記誤りによるもの、単に記載漏れと思われるものであり、当審査

会としては、町長等および議員について何ら問題とすべき点はないと判断した。 

政治倫理条例の柱となる資産公開制度は、対象者の毎年の資産状況や納税状況を

正確に把握し、資産形成の推移を明らかにすることで、町政に深く関わる者として、

町民の信頼に応えるものである。そのため、資産等報告書には、透明性及び確実性

が求められている。 

今後も引き続き、正確性、誠実性を要望するとともに、さらなる政治倫理の向上

を期待する。 

 

４ 審査会からの要請事項 

（１）資産等報告書の正確記載 

審査において、提出された資産等報告書に誤記載や記入漏れといったケアレス

ミスが顕著であり、その点検に多くの時間を費やした。中でも、前年度に当審査

会が指摘し修正を求めた事項について、本年度も修正されることなく提出されて

おり、条例の重要性が軽視されているように窺われる。資産等報告書の提出にあ

っては、記載内容や添付資料について誤りや漏れがないか、提出義務者の責任に

おいて点検をお願いする。 

 

（２）記載事項の見直し 

  条例第５条に規定する資産等報告書の記載事項のうち、預金及び貯金について

は、定期のみを記載することとなっている。普通及び当座の預貯金は報告対象か

ら除かれており、資産等の増減について確実に把握することができず、審査の抜

け穴になり兼ねないのが実情である。 

「政治倫理の確立のための国会議員の資産等の公開等に関する法律」や他の自



治体が制定している政治倫理条例の多くが普通及び当座の預貯金を報告対象から

除いているものの、本町条例の目的を達成するため、審査会としては、社会情勢

や他自治体の状況等を把握し、記載事項の見直しについて検討されたい。 
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